
　近年，人類の健康を脅かす新しい疾患群として，慢性腎
臓病（chronic kidney disease：CKD）が提唱され，国内外
で着実に浸透している。CKD は増加の一途をたどる透析
患者の予備軍として，また，国民の健康に重大な影響を及
ぼす心血管疾患の重大な危険因子として，その対策が喫緊
の課題である。CKD は 2002 年に国際的に定義され，わが
国では 2014 年に日本腎臓学会に CKD 対策小委員会が設
置され，CKD 疫学調査，糸球体濾過量（glomerular filtra-
tion rate：GFR）推算式作成，「CKD 診療ガイド」や「エビデ
ンスに基づく CKD ガイドライン」の発行，国際連携の推進
など多くの成果をあげている。本稿ではわが国における
CKD 対策の現状と課題をまとめる。

　わが国における腎疾患患者は年々増加傾向にあり，腎不
全は，国民の死因として悪性新生物，心疾患，脳血管疾患，
肺炎，老衰，不慮の事故，自殺に次いで第８位を占め，
2013 年末には約 31 万人が維持透析療法を受けるなど，国
民の健康に重大な影響を及ぼしている。2006 年には，日
本腎臓学会が中心になり CKD 診療にかかわる学会・団体
との連携や一般市民や医療関係者への CKD 啓発を目的に
日本慢性腎臓病対策協議会（J-CKDI）が設立され，2007 年

には一般医家を対象とする「CKD診療ガイド」が発行され，
テレビや新聞でも CKD が取り上げられるなど，CKD への
関心は急速に高まった。しかし，CKD は新しい疾患概念で
あり，わが国の施策対象として明確化されておらず，具体
的な CKD 対策も定まっていなかった。そこで腎疾患対策
検討会（菱田明委員長）は2008年3月に「今後の腎疾患対策
のあり方について」を報告した1）。この報告書において，
CKD 対策は「腎機能異常の重症化を防止し，慢性腎不全に
よる透析導入への進行を阻止し新規透析導入患者を減少さ
せること，さらに CKD に伴う循環器系疾患（脳血管疾患，
心筋梗塞等）の発症を抑制することを目標とする」とされ，
CKD の疾患概念の普及啓発，地域における医療提供体制
の整備，診療水準の向上，人材育成，研究開発の推進，施
策の評価，その他の順に，わが国における腎疾患やその対
策の現状を評価し，CKD 対策の今後についてさまざまな提
言がなされている。本稿では，「今後の腎疾患対策のあり方
について」で報告された提言の各問題点に注目し，その 7
年後の現状と課題についてまとめる。

1.　医療関係者と一般市民の CKD認知度
　CKD は新しい疾患概念であったことから，2006 年頃に
は医療関係者の間でも十分に認知されていなかった。そこ
で，日本腎臓学会，日本透析医学会，日本小児腎臓病学会
は，『総合的な慢性腎臓病（CKD）対策の推進をはかるため
に学際的協力体制を構築し，わが国における腎不全の抑制
及び腎臓に関連する生活習慣病の減少，予後改善によっ
て，国民の健康増進に寄与する』ことを目的として，2006
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年 6 月 25 日に J-CKDI を設立し，医療関係者に加え，広
く一般やメディアに向けた CKD 疾患概念の啓発（以下，
CKD 啓発）に取り組んだ。
　J-CKDIには日本腎臓財団やNPO法人腎臓病早期発見推
進機構（IKEA-J）がオブザーバーとして加わり，日本医師会
などの 30 を超える学会・団体が賛同を表明している。こ
れら学際的な協力体制を通じ，日本医師会雑誌などの刊行
物や学会・学術集会において新しい国民病として CKD が
紹介され，医療関係者の認識は急速に高まった。CKD は高
血圧，糖尿病，脂質異常症，脳卒中などの各種ガイドライ
ンに記載され，さらに多くの成書にも腎疾患の一つとして
CKD の項が設けられるようになった。このように医療関
係者に対する CKD 啓発は十分な成果があったといえる。
　J-CKDI の活動などを通じ，CKD 対策の重要性は NHK

「ためしてガッテン」をはじめとしたテレビや新聞，雑誌な
どでかなり報道されたが，一般市民の CKD 認知度は不十
分なままにとどまっている。CKD の認知度の向上は国際
的な課題である。国際腎臓学会（International Society of 
Nephrology：ISN）と腎臓財団国際協会（International 
Federation of Kidney Foundations：IFKF）はCKD対策推
進のため，毎年 3 月の第 2 木曜日を世界腎臓デー（World 
Kidney Day）とすることを共同で提案し，2006 年より世
界各地で世界腎臓デーに合わせた腎疾患啓発活動が行われ
ている2）。わが国でも日本腎臓学会主催の市民公開講座や，
J-CKDI と連携した一般市民を対象とした CKD 啓発講演
会，イベントが各地で精力的に開催されている3）。
　このような活動を通じ一般市民の CKD 認知度が向上す
ることが期待されるが，健康への関心の低い市民への
CKD 啓発は困難である。自治医科大学腎臓内科の安藤康
宏らは，2012 年に横浜と宇都宮で街頭アンケート調査を
実施したが，「メタボ」という言葉の認知度が約90%であっ
たのに対し，「CKD」という言葉の認知度は約 4% にすぎな
かった。そこで安藤らは CKD 啓発動画研究会を設立し，
動画再生サイト「YouTube」を活用するなどして，特に若年
層への CKD 啓発に取り組んでおり，その成果が期待され
る4）。
2.　CKD患者における腎疾患認知度

　わが国の CKD 患者数は約 1,330 万人であるが，多くの
CKD 患者は自分自身が CKD であるかを知らないと懸念され
る。Coresh ら5）は NHANES 1999 to 2000 で，推算 GFR が
15～59mL/分/1.73m2 またはアルブミン尿陽性の CKD 患者
のうち， “Have you ever been told by a doctor or other 
health professional that you had diabetes or sugar diabe-

tes?”という設問に“yes”と回答したのは24.3 ± 6.4%にすぎ
なかったと報告している。われわれの 2006～2007 年度の健
康診断受診者を対象とする調査でも，推算 GFR＜60mL/分
/1.73m2 の CKD 患者における腎疾患認知度は 10% にすぎな
かった。NIPPON DATA2010 では NHANES と同じ設問でわ
が国の CKD 患者の腎疾患認知度を調査しており，その報告
が待たれる。さらにNIPPON DATAなどで腎疾患認知度の推
移を定期的に調査していくことが重要である。

1.　CKD早期発見
　CKD は一般的に自覚症状に乏しいが，血清クレアチニン

（Cr）値から推算GFRを算出し，尿検査を行うことで診断が可
能である。このため，CKD の早期発見には定期的に健康診断
などで検査を受けることが重要である。日本腎臓学会は
2009 年に日本人の GFR 推算式を発表し，現在では多くの病
院や診療所において，血清 Cr を測定すると推算 GFR 値が自
動的にレポートされるようになっており，推算GFRは日常診
療で広く活用されている。
　また日本人間ドック学会は，「人間ドック健診成績判定及
び事後指導に関するガイドライン」（2007 年 12 月改定）にお
いて推算 GFR を採用し，49mL/分/1.73m2 以下を「D：受診
勧奨」とした。しかし，特定健診では血清 Cr 検査は必須化さ
れておらず，「標準的な健診・保健指導に関するプログラム

（確定版）」では，「腎機能障害の発生リスクは，尿蛋白検査，
血糖検査，血圧測定等により把握可能である。血清クレアチ
ン検査については，医療機関において必要に応じて実施」と
記載され，2013 年度の特定健診見直しでも血清 Cr 検査は採
用されなかった。
　日本腎臓学会などの働きかけを通じ，血清 Cr 検査の重要
性は多くの保険者に理解され，市町村国保における特定健診
では血清 Cr 検査が追加される場合が多くなったが，企業従
業員の特定健診では検査費用の問題などから血清 Cr 検査は
いまだ十分には普及していない。厚生労働省科研費補助研究
渡辺班，木村班では日本全国の自治体などと協力して特定健
診に関する多くの研究成果を報告をしており，その一つとし
て Kondoら6）は血清 Cr 検査が医療経済学的にも有益である
ことを明らかにした。このようなエビデンスに基づき，特定
健診で正式に血清Cr検査が採用されることが強く望まれる。
　尿検査では，国際的にアルブミン尿による評価が推奨され
ているが，わが国の保険診療では糖尿病患者以外ではアルブ
ミン尿検査は困難である。また随時尿検査での蛋白尿は，尿
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試験紙による定性検査ではなく，蛋白尿を g/gCr で評価する
ことが推奨されるが，非専門医にはいまだ十分には普及して
いない。
　Konta ら7）は地域住民のコホート研究で，尿試験紙による
尿蛋白陽性者は 4.4% であったのに対しアルブミン尿陽性者
は 13.7% であったと報告しており，わが国の尿試験紙による
健康診断ではアルブミン尿陽性の CKD を見逃していること
が懸念される。また Tani ら8）は，高血圧患者を対象とした尿
中 Cr 補正ができるアルブミン尿試験紙検査においてアルブ
ミン尿陽性者が 38.8％であったと報告している。CKD 早期
発見という観点からは，健診受診者におけるアルブミン尿検
査の意義を明らかにすること，高血圧患者において保険診療
でアルブミン尿検査が可能となることが重要である。
　わが国では，学校検尿で慢性腎炎が早期発見されることな
どから，小児透析患者や腎移植レシピエントは少ない。さら
に小児腎臓病学会は小児の GFR 推算式を作成しており，CKD
より早期に発見されることが期待される。しかし小児 CKD
の多くは先天性腎尿路奇形症候群（congenital anomalies of 
kidney and urinary tract：CAKUT）であり9），一般的な尿試
験紙法では診断が困難な場合が少なくない。CAKUT の早期
診断が可能な健診システムの構築が課題である。
2.　CKDの診療連携

　CKD の多くは加齢や生活習慣病に関連しており，CKD と
診断されれば，まずかかりつけ医を受診することが推奨され
る。しかし腎炎が疑われたり，CKD が重症化する可能性があ
る場合には，腎臓専門医に紹介する必要がある。日本腎臓学
会は腎臓専門医への CKD 紹介基準を明確に示しており，学
校検尿でも腎臓専門医への紹介基準が定められている。
　腎臓専門医に紹介された後に，腎臓専門医とかかりつけ医
が連携して治療すべきCKDも多い。厚生労働省科学研究「慢性
腎臓病（CKD）に関する普及啓発のあり方に関する研究」ではよ
り実践的な「CKD 病診連携マニュアル」を発行している 10）。し
かし，かかりつけ医と腎臓専門医の CKD 診療連携は，いく
つかの先行事例において成果が報告されているものの，いま
だに十分に普及しているとはいえない。
　日本腎臓学会会員数は着実に増加し，腎臓専門医は 2015
年 6 月 16 日現在 4,358 人となったが，腎臓専門医の不足か
ら CKD 診療連携が困難な地域も少なくない。日本全体とし
ては腎臓専門医数を増やすとともに，その偏在を解消するこ
とが重要である。また各地域では，地域の医療環境に適した
CKD 診療連携システムを構築し，広く日本中で CKD 診療連
携が実践されることが望まれる。

3.　人材育成と CKDチーム医療
　CKD診療では，まず第一に生活習慣の改善や食事療法に取
り組む必要がある。さらに，CKD 患者では腎障害をきたす薬
物を避け，腎機能に応じた薬物投与量設計を行う必要があ
る。このため，専門の知識と技能を有する看護師，管理栄養
士や薬剤師などが協力する多職種連携による CKD チーム医
療が重要となる。
　CKD チーム医療には，CKD 診療に精通した人材育成が必
須である。現在は日本腎不全看護学会による透析療法指導看
護師，日本腎臓病薬物療法学会による腎臓病薬物療法専門薬
剤師・認定薬剤師の認定制度があり，日本腎臓学会と日本透
析医学会はこれらを支援している。
　特定健診では厚生労働省科学研究 「CKD 進展予防のため
の特定健診と特定保健指導のあり方に関する研究」により

「CKD 進展予防のための保健指導教材」が作成された。また
2015 年 3 月には日本腎臓学会より「医師・コメディカルのた
めの慢性腎臓病生活・食事指導マニュアル」ならびに「慢性腎
臓病　生活 ･ 食事指導マニュアル ～ 栄養指導実践編～」が発
行された。これらの資材やマニュアルは日本腎臓学会や
J-CKDI のホームページで公開されている。さらに日本腎臓
学会は，腎臓病療養指導士の認定について準備を進めてお
り，CKD 診療にかかわる人材育成体制は着実に整備されつつ
ある。
　2012 年度より糖尿病透析予防指導管理料が新設され，糖
尿病による CKD 患者に対しては，多くの病院でチーム医療
が実践されている。しかし，CKD の重症化を阻止するために
は糖尿病だけではなく，高血圧症や脂質異常症などを含む生
活習慣病の対策を含むチーム医療が必要である。現在の保険
診療では，管理栄養士に対する栄養指導料，薬剤師に対する
薬剤服用歴管理指導料が認められているが，チーム医療への
対応は整備されていない。糖尿病透析予防指導管理料が先例
となり，広く CKD チーム医療に対する指導管理料が認めら
れることが望まれる。
　CKD チーム医療はわが国だけではなく世界各国で推進さ
れており，近年になりその有効性が報告されている。Bayliss
らは米国健康保険維持機構（Health Maintenance Organiza-
tion：HMO）保険加入者を対象とした観察研究で，腎臓専門
医，薬剤師，糖尿病教育者，栄養士，ソーシャルワーカーと
腎臓病看護師から成る CKD 医療チームでは GFR 低下速度が
遅くなったと報告した11）。また Chen らは，腎臓専門医，腎
臓病看護師，腎臓病栄養士，ソーシャルワーカー，薬剤師，
ブラッドアクセス作製や腹膜透析カテーテル挿入，腎移植手
術を行う外科医から成る multidisciplinary care team（MDC）
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に紹介された患者群では，従来診療群に比べ，RA 系阻害薬，
リン吸着薬，ビタミン D 製剤，尿酸降下薬，赤血球造血刺激
因子製剤の使用が多く，二次性副甲状腺機能亢進症の管理が
良好であり，カテーテルによる透析導入が少なく，腹膜透析
を選択する患者が多かった報告した12）。さらに MDC 群の
CKD G4，5 患者では GFR 低下速度が遅く，MDC 群は生存
率が改善し，死亡しないことで透析導入が増加したと報告さ
れた。
　一方で，わが国における多職種連携による CKD チーム医
療の成果報告は少ない。近江八幡市立総合医療センターの保
存期腎不全患者では，検査教育入院後 12 カ月間の腎機能低
下速度は入院前6カ月間に比べて有意に改善していた 13）。全
国でも多くの施設でチーム医療や腎臓病教育入院が行われて
いることから，それらの成果を科学的にまとめ，より有効な
教育介入法を見出すことが重要である。また「腎疾患重症化
予防のための戦略研究（FROM-J）」では，管理栄養士が CKD
診療に参画することで CKD 重症化が抑制されたとされてお
り，論文発表が待たれる。

　CKD 診療の水準向上を目指し，日本腎臓学会は 2007 年
に一般医家を対象とした「CKD 診療ガイド」を発行し，
2009 年，2012 年に改訂版を発行した。さらに腎臓専門医
を対象とした「エビデンスに基づく CKD 診療ガイドライ
ン」を 2009 年，2013 年に発行した。また日本医学放射線
学会，日本循環器学会，日本泌尿器科学会，日本臨床検査
医学会などの関連学会と協力して「腎障害患者におけるガ
ドリニウム造影剤使用に関するガイドライン」，「腎障害患
者におけるヨード造影剤使用に関するガイドライン
2012」，「血尿診断ガイドライン 2013」などを作成し発行
した。さらに「慢性腎臓病に対する食事療法基準 2014 年
版」を改訂した。これらのガイドラインはすべて日本腎臓
学会ホームページにおいて無償で公開され，わが国の
CKD の診療水準改善に大きく寄与している。
　特に CKD 診療ではかかりつけ医における診療水準向上
が重要である。「CKD 診療ガイド 2012」では CKD の診断，
フォローアップや血圧管理などの治療法が具体的にまとめ
られ，巻末には日本腎臓病薬物療法学会の監修により主な
薬物について腎機能低下時の薬物投与量がまとめられ，広
く日常診療で活用されている。
　推算GFRが日常診療で広く用いられるようになったが，
薬物の添付文書には腎機能が血清 Cr 値やクレアチニンク

リアランスで記載されており，混乱が生じていた。しかし
2010 年に米国食品医薬品局（FDA），2014 年に欧州医薬品
庁（EMA）が腎機能低下者の薬物動態に関するガイドライ
ンを改訂したため，新しい薬物の治験は主に推算 GFR に
基づいて行われるようになっている。わが国でもアリスキ
レンや SGLT2 阻害薬の添付文書は推算 GFR に基づいて記
載されており，今後は推算 GFR に基づく薬物投与量調整
が一般化するものと期待される。
　CKD の診療水準が向上した一方で，「今後の腎疾患対策
のあり方について」で提言された研究開発のうち，治療薬
の開発に関する成果は乏しい。腎領域の創薬や臨床研究は
糖尿病などの他疾患領域に比べて圧倒的に遅れているが，
その主原因は効率的な腎アウトカム指標がないことであ
る。これまでの治験では，透析や移植治療を要する末期腎
疾患（ESKD），血清 Cr 値の 2 倍化という腎アウトカム指標
が用いられてきたが，緩徐進行性の多くの腎疾患において
これらの腎アウトカム指標は適さず，統計学的には多数例
かつ長期観察期間を要し，研究コストが膨大になってい
た。そこで腎疾患領域での創薬，臨床研究を促進する新た
な腎アウトカム指標の確立が求められている。Coreshら14）

は，血清 Cr 値より CKD-EPI 式に基づき，eGFR30% 以上
低下/2 年を新たな腎アウトカム指標として提唱しており，
腎領域の創薬が推進されることが期待される。

　　利益相反自己申告：申告すべきものなし
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